
「地域主権戦略の工程表（原口プラン）」より（H21.12 地域主権戦略会議）
＜規制＞関連

国の法令による自治体への義務付け・枠付けの見直し　

基礎自治体への権限移譲

＜予算＞関連

一括交付金化（ひもつき国庫補助金の廃止）

地方税財源の充実確保

国直轄事業への自治体負担金の廃止

＜法制＞関連

地方政府基本法の制定（地方自治法の抜本見直し）

国の出先機関改革

「国・地方協議の場」の法制化

　47都道府県、1700余市町村を中心とする地方自治体が、

自治組織であると同時に、住民生活に密接に関連する行政

サービスのほとんどを提供する役割を担っている（政府最終

支出の約3/5）ことは、わが国の内政の特色です。総務省は、こ

の仕組みの根幹となる地方行財政制度、国と地方の関係を所

管しています。また、地方分権の推進を任務とし、機関委任事

務制度を廃止した第１次地方分権改革と「地方分権一括法」

（H11）、地方税財政のいわゆる「三位一体の改革」（小泉内

閣）、第2次地方分権改革と「道州制ビジョン」に向けた議論

（安倍内閣～）を主導してきました。

　鳩山内閣は「地域主権｣を「一丁目一番地」の政策としてお

り、行政課は、地方自治制度、国と地方の関係の再構築の司令

塔となっています。
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　「この国は自分たちのものではない、自分

の将来は自分で守るしかないと思っている

から。」

　およそ10年前、ヨルダン国内のパレスチ

ナ人の子弟教育熱についてヨルダン人の友

人はこう語りました。難民からスタートした

パレスチナ人は人口の過半を占めるに至っ

てもなお、政府にこのような認識を持ってい

たのです。その時、日本という国に生まれた

幸せを私に感じさせたこの言葉は、時を経

て、警句として思い起こされる言葉となって

います。

　国・地方の長期債務残高はGDPの倍に近づ

き、私たちは将来世代に大きな負担を課して

います。歳出削減も増税も一般国民の十分な

理解は得られていません。一方で、高齢者が安

心できる医療制度も、次世代育成支援も、雇用

対策も求められ、また、「失われた20年」から

脱却する新たな成長戦略も必要と言われてい

ます。都市と地方の格差も課題です。これらに

ついて誰が処方箋を書くのでしょうか。

　昨秋、「政治主導」を標榜する新政権が誕生

しました。これは、行政のプロフェッショナル

としての霞が関が本来果たすべき役割を代

わって担うのではなく、国民が自ら判断し、そ

の責任や負担を負うように、政治がわが国の

真の「舵取り」を行うことを意味するもので

しょう。その際、霞ヶ関は、現場を把握し、政策

を熟知している立場から全力で支えていかな

ければなりません。「政」か「官」か、ではなく、

「政」も「官」もなのです。

　国民が自ら判断し、その責任や負担を負う

社会を目指す点では、新政権が「政策の大きな

二つの柱の一つ」と位置づける「地域主権」も

また、同じ目的を持つものです。地域の住民

が、地域の諸課題に自ら取り組むことができ

るようにすることは、まさに新政権の「一丁目

一番地」とされています。

　17年前、私は、国の将来を背負う意気込み

の諸先輩の背中を見て霞ヶ関に魅かれ、その

中でも、行政の最前線で現場を肌で感じて考

え抜いた経験がなければ、優れた政策は作れ

ないとの思いを抱いて総務省（旧自治省）の

門を叩きました。最初の赴任地である熊本県

庁では予算査定、市町村指導を通じてまさに

生の現場を目の当たりにし、熱い思いや悩み

を語り合いました。大分県庁では、県の危機

的な財政状況を明らかにして県内が混乱に

陥る中、財政再建と行財政改革の責任者を任

されました。大事なことは、帳尻が合うよう

に机上できれいなペーパーを書くことより

も、経済界、マスコミ関係者はもちろんのこ

と、改革によって生活に影響を受けることに

なる様々な方とも率直に意見を交換し、とも

に地域の将来を考えることでした。

　そして、今、私は、地方自治制度、国と地方

の関係の再構築に携わり、地方自治体が内

政の要としての役割を確実に果たしつつ、

その可能性が最大限に引き出されるように

する改革を立案するポジションにありま

す。日々の判断を支えているのは、現場で自

ら味わった苦労と喜びであり、また、住民が

自分たちの暮らす地域の将来を自ら描き、

責任を持つような地域、さらには国をつく

りたい、つくることができるという思いに

ほかなりません。

　総務省は、国と地方の将来について熱い志

を持って語る仲間に溢れています。一人ひと

りにとって自分だけの原体験があり、その熱

い志の確かなルーツとなっているのが総務

省です。自分が何のために仕事をしているの

か、その原点を忘れさせることがありませ

ん。若く有為な皆さんが総務省に新しい風を

吹き込んでくれることを期待しています。

インフレーションによって、1970年代に指

摘されていたビッグバン宇宙論のいくつかの

問題点が解決される。これらの問題の中には、

観測される宇宙が極めて平坦であること（平

坦性問題）、因果律的に結び付きを持たないほ

ど大きなスケールにわたって宇宙が極めて一

様であること（地平線問題）、多くの大統一理

論 (GUT) のモデルで存在が予言されている

空間の位相欠陥が全く観測されないこと（モ

ノポール問題）などが含まれている。インフ

レーション理論の標準的モデルでは、宇宙が

幾何学的に平坦であることや初期宇宙の原始

密度ゆらぎがスケール不変であることを予言

している。これらの予言は（WMAP などによ

る）宇宙マイクロ波背景放射の高精度の観測

結果や（スローン・デジタル・スカイサーベイ

などの）銀河サーベイ観測で得られた銀河分

布のデータによって非常に良い精度で確かめ

られている。インフレーション理論の最も単

純なモデルは約1015GeVという大統一理

論のエネルギー領域を扱うため、インフレー

ション理論は GUT スケールやそれに近い高

エネルギー領域を扱う素粒子物理学にとって

も重要である。1980年代には、インフレー

ションの元となる真空のエネルギーを生み出

す場を大統一理論が予言する特定の場と関連

付けたり、実際の宇宙の観測結果を用いて大

統一理論のモデルに制限を与えようとする試

みが盛んに行なわれた。これらの研究はほと

んど成果を挙げることはなく、インフレー

ションを起こす真空のエネルギー密度を生み

出すような粒子や場（インフラトン）の正体に

ついては謎のままである。インフレーション

理論は主として、高温の初期宇宙の初期条件

について理論が詳細に予言する部分のみが理

解されており、その背後にある素粒子物理学

についてはアドホックなモデル化が行なわれ

ているに留まっている。

インフレーションの時代の後には、初期宇宙

の 高 温 の 放 射 を 生 み 出 し た 再 加 熱  

(reheating) の時代が存在したはずである。

この再加熱の原因についてはほとんど分かっ

ていないが、最近ではインフレーションの終

了期にインフラトンが他の粒子に崩壊する過

程が共鳴的に起きたことで再加熱が起きたと

するパラメータ共振モデルなどが提唱されて

いる。

最近の宇宙マイクロ波背景放射の観測では、

様々な競合理論よりもインフレーション理論

をより強く支持する結果が得られている 

[3]。インフレーションモデルに残されている

理論的問題点の一つは、インフレーションを

引き起こす場のポテンシャルを微調整しなけ

ればならないという点である。もしインフラ

トンが大きな真空のエネルギーを持つとすれ

ば、その質量は小さく（またそのコンプトン波

長は大きく）なければならない。しかし高エネ

ルギー領域の物理学では数多くのスカラー場

が存在すると考えられており、超弦理論に

限っても、インフラトンやインフラトン場の

候補となる粒子やスカラー場は数多く存在し

ている。

一方、現実世界で、スカラー場が見つかってい

ないことを考慮すれば、インフラトンの候補

として必ずしもスカラー場に限定する必要は

ないのかもしれない。例えば、ゲージ理論に出

現する多重項を実効的な「インフラトン」とす

るモデルも近年提唱されている。
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■「政治主導」、「地域主権」

1日のスケジュール
Schedule

9:00

10:30

11:15

12:00

13:30

14:30

15:30

17:00

20:00

新聞等チェック、
官邸・大臣等政務三役への情報提供
その日に話題になりそうな案件を判断して、
関連情報を適切に提供

地域主権改革について
小川政務官と打ち合わせ
総務省「政務三役」の小川政務官も総務省出身。

国会議員からの説明要求への対応
通常国会に地方自治法改正案・
市町村合併特例法改正案を提出。

昼食
溝畑観光庁長官
（大分トリニータ前社長・総務省の10年先輩）
に声をかけて頂く。

道州制タスクフォースに向けた
経団連との打ち合わせ
総務省と経団連で道州制を議論する場を設けている。

他省との法令協議に向けた打ち合わせ
子ども手当、高校教育無償化等、
話題の法案が次々持ち込まれる。
いずれも自治体が実施。自治の視点から各省と協議。

局議
自治体の二元代表制・財務会計制度見直しについての
大阪府橋下知事の提案を局長以下で議論。
自分の意見は遠慮せずに上司にも述べるのが伝統。

内閣府と協議
自治体が強く求めている「国と地方の協議の場」
について、内閣府地域主権戦略室と議論。

退庁・夕食
明日の国会情報を気にしつつ、
今日はマスコミ関係の友人と夕食。
ネットワークづくりは何よりも大事。
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